
第１回 鳥取県最低賃金専門部会次第 

 

と き 令和８年７月 23 日（木）９時 30 分～ 

ところ 鳥取労働局４階大会議室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

 

 （１）部会長及び部会長代理の選出について 

 

 （２）鳥取県最低賃金専門部会の運営について 

 

 （３）鳥取県最低賃金の改正決定に係る関係労使の意見の申出について 

 

 （４）鳥取県最低賃金の改正審議 

 

 （５）その他 

 

 

３ 閉 会 
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令和８年　春季賃上げ　各集計機関別集計状況

2026年鳥取地方最低賃金の改定にあたっての意見書
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鳥取地方最低賃金審議会最低賃金専門部会運営規程 

令和８年４月１日改正 

（目 的） 

第１条 鳥取地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）に設置する専門部会（以下「専 

門部会」という。）の議事運営は、最低賃金法（昭和 34年法律第 137 号）及び最低賃

金審議会令（昭和 34 年政令第 163 号）に定めるもののほか、必要な事項について定

めるものである。 

 

（名 称） 

第２条 専門部会には、それぞれの担当する最低賃金の件名を冠する。 

 

（会議の招集） 

第３条 専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認めたときのほか、 

鳥取労働局長（以下「局長」という。）、３人以上の委員から開催の請求があったとき、

部会長が招集する。 

  ２ 前項の規程により局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付議 

事項及び希望期日を少なくとも当該期日の１週間前までに､部会長に通知しなけれ

ばならない。 

  ３ 部会長は、会議を招集しようとするときは、緊急やむを得ない場合のほか、少なく 

とも３日前までに付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、局長に通知す

るものとする。 

 

（テレビ会議システムによる委員の出席、病気等による委員の欠席） 

第４条 委員は、部会長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の

送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話することができるシステムをい

う。次項において同じ。）を利用する方法によって会議に出席することができる。 

  ２ テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、最低賃金審議会令第

６条第６項に規定する会議への出席に含めるものとする。 

  ３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を部会長

に通知しなければならない。 

  ４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ部会長に

通知しなければならない。 

 

（会議の議事） 

第５条 部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

  ２ 委員は、会議において発言しようとするときは、部会長の許可を受けるものとする。  
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  ３ 専門部会は、部会長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又は意見を 

聴くことができる。 

 

（会議の公開） 

第６条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護に 

支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害される

おそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意志決定の中立性が不当に侵害さ

れるおそれがある場合には、部会長は、会議を非公開とすることができる。 

  ２ 部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置 

をとることができる。 

３ 公開については、別に定める鳥取地方最低賃金審議会会議公開事務処理要領によ 

るものとする。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第７条 会議の議事については、議事録を部会長及び部会長の指名した労働者代表委員並 

びに使用者代表委員の各１人の確認を得たうえで作成するものとする。 

  ２ 議事録及び会議の資料は、原則として公開する。ただし、公開することにより、個 

人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不

当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意志決定の中立性

が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は、議事録及び会議の資料の全部

又は一部を非公開とすることができる。 

  ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

 

（報告書の提出） 

第８条 部会長は、会議において議決を行ったときには、報告書をその都度、議決書を鳥取 

地方最低賃金審議会長に提出するものとする。 

 

（専門部会の廃止） 

第９条 各専門部会は、その専門部会に係る最低賃金についての審議会の意見に関する異 

議の申出期間が満了したときをもって、これを廃止する。 

 

（雑 則） 

第 10条 この規程に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項は、専門部会の議 

決に基づいて行う。 
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（規程の改廃） 

第 11条 この規程の改廃は、鳥取地方最低賃金審議会の議決に基づいて行う。 

 

附 則 （平成８条３月 29 日） 

  第６条から第８条までの改正規程は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則 （平成９年 12月 15 日） 

  第７条第２項の改正規程は、平成９年 12 月 15 日から施行する。 

附 則 （平成 13年５月９日） 

  第１条、第２条、第５条から第８条の改正規程は、平成 13 年５月９日から施行する。 

附 則 （平成 16年８月 24日） 

  第６条、第７条の改正規程は、平成 16年９月 10日から施行する。 

附 則 （平成 22年７月５日） 

 第１条、第２条、第３条、第４条から第６条及び第９条の改正規程は、平成 22 年７月

５日から施行する。 

附 則 （令和４年３月 11 日） 

  第７条の改正規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 （令和５年９月 13 日） 

  第４条の改正規程は、令和５年９月 13日から施行する。 

附 則 （令和８年３月 13 日） 

  第６条の改正規程は、令和８年４月１日から施行する。 
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【賃金】
● 連　合（平均賃金方式、加重平均） (前年同時期)

3月24日 4月1日 4月14日 5月7日 6月1日 7月1日 6月2日 7月1日
(3月27日発表) (4月3日発表) (4月17日発表) (5月12日発表) (6月4日発表) (7月3日発表) (6月5日発表) (7月3日発表)

5.12％ 5.09％ 5.08％ 5.05％ 5.02％ 5.01％ 5.26％ 5.25％

17,137円 16,892円 16,879円 16,733円 16,518円 16,400円 16,399円 16,356円

(1,506組合) (2,311組合) (3,365組合) (4,046組合) (4,862組合) (5,368組合) (4,863組合) (5,162組合)

1,877,456人 2,202,049人 2,498,425人 2,691,253人 2,863,436人 2,956,941人 2,933,516人 2,962,661人

　　　   （平均賃金方式、300人未満、加重平均）

3月24日 4月1日 4月14日 5月7日 6月1日 7月1日 6月2日 7月1日
(3月27日発表) (4月3日発表) (4月17日発表) (5月12日発表) (6月4日発表) (7月3日発表) (6月5日発表) (7月3日発表)

5.03％ 5.00％ 4.84％ 4.81％ 4.70％ 4.69％ 4.70％ 4.65％

14,048円 13,960円 13,394円 13,260円 12,929円 12,866円 12,453円 12,361円

(805組合) (1,332組合) (2,156組合) (2,706組合) (3,391組合) (3,831組合) (3,412組合) (3,677組合)

86,617人 145,344人 222,034人 268,927人 329,417人 366,529人 331,702人 348,833人

         （平均賃金方式、300人以上、加重平均）

3月24日 4月1日 4月14日 5月7日 6月1日 7月1日 6月2日 7月1日
(3月27日発表) (4月3日発表) (4月17日発表) (5月12日発表) (6月4日発表) (7月3日発表) (6月5日発表) (7月3日発表)

5.12％ 5.09％ 5.10％ 5.07％ 5.06％ 5.05％ 5.33％ 5.33％

17,280円 17,099円 17,209円 17,111円 16,981円 16,897円 16,932円 16,920円

(701組合) (979組合) (1,209組合) (1,340組合) (1,471組合) (1,537組合) (1,451組合) (1,485組合)

1,790,839人 2,056,705人 2,276,391人 2,422,326人 2,534,019人 2,590,412人 2,601,814人 2,613,828人

(前年同企業)

5月27日 5月22日 －

5.46％ 5.38％ 5.45％

19,964円 19,342円 19,356円

(103社) (97社) －

(前年同時期)

(前年同時期)

7月8日 6月20日

4.20％ 4.35％

12,083円 11,826円

(295社) (251社)

令和８年　春季賃上げ　各集計機関別集計状況

300人以上

300人未満

全体計

○ 経団連（原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要22業種・大手244社、加重平均、回答状況）

大手企業

中小企業

         （原則として従業員500人未満、17業種・754社、加重平均、回答状況）
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【年間一時金】
● 連　合（加重平均、回答集計） (前年同時期)

5月7日 6月1日 7月1日 6月2日 7月1日
(5月12日発表) (6月4日発表) (7月3日発表) (6月5日発表) (7月3日発表)

5.07月 5.06月 5.13月 5.14月 5.11月
(1,719組合) (2,014組合) (2,512組合) (2,027組合) (2,296組合)
1,604,373人 1,732,061人 2,030,429人 1,891,142人 2,016,100人

1,783,426円 1,774,200円 1,776,402円 1,670,005円 1,650,685円
(827組合) (985組合) (1,314組合) (865組合) (1,068組合)
761,428人 849,100人 1,088,787人 762,019人 852,740人

○ 経団連

　なし

● 連　合（季別、加重平均、回答集計） (前年同時期)

4月1日 5月7日 6月1日 5月2日 6月2日
(4月3日発表) (5月12日発表) (6月4日発表) (5月8日発表) (6月5日発表)

2.54月 2.53月 2.53月 2.56月 2.52月

(906組合) (1,541組合) (1,910組合) (1,605組合) (1,908組合)

1,093,736人 1,311,760人 1,486,283人 1,349,847人 1,546,035人

834,910円 822,065円 824,717円 769,337円 775,485円

(535組合) (858組合) (1,070組合) (887組合) (1,102組合)
423,337人 529,565人 664,923人 564,457人 693,618人

(前年同時期)

大手企業 7月2日 7月3日

－ －

－ －

1,008,706円 990,848円

(112社) (107社)

令和８年　春季賃上げ　各集計機関別集計状況

【夏季一時金】

金額回答

月数回答

月数回答

金額回答

回答月数

妥結額

○ 経団連（原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要－業種・大手－社、加重平均、妥結状況）
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